
　本レポートは、「国の教育ローン」を平成20年２月に利用した世帯に対するアンケート

（平成20年７月実施）に回答のあった勤務者世帯2,753件について集計したもの。

～主な調査結果～

１　 高校入学から大学卒業までの費用は子供１人当たり1,024万円(本文３、４、５ページ)

○　入学者１人当たりの入学費用は、高校で48.9万円、大学で95.6万円となった。一方、在学

○　高校入学から大学卒業までにかかる費用は、子供１人当たり1023.6万円となっている。

２　 在学費用は世帯年収の34％ （本文６ページ）　

○　世帯の年収に対する在学費用の割合は34.1％となった。

○　世帯の年収に対する在学費用の割合は、年収が少ない世帯ほど高い。年収が「200万円

以上400万円未満」の世帯では、55.6％に達している。

３　 仕送り額は年間96万円 （本文８、９ページ）　

○　自宅外通学者がいる世帯は、全体の38.7％に上る。自宅外通学者が１人いる世帯の仕送

り額は、年間96.0万円となった。

○　自宅外通学を始めるための費用は、48.6万円となった。

４　旅行・レジャー費、外食費を除く食費等の節約によって教育費を捻出 （本文10ページ）　

○　教育費の捻出方法としては、「教育費以外の支出を削っている」が61.4％と最も多く、以下

「奨学金を受けている」(49.3％)、「子供（在学者本人）がアルバイトをしている」(42.1％)と続

く。

除く）」(48.8％)、「衣類の購入費」(46.0％)と続く。

「教育費負担の実態調査（勤務者世帯）」

～アンケート結果の概要 ～

中の費用(在学費用)は、１年間の合計で、高校では92.5万円、大学では150.4万円となった。

○　節約している支出としては、「旅行・レジャー費」が62.1％と最も多く、以下「食費（外食費を

～世帯年収の１／３超が教育費で消える～

家庭に重くのしかかる教育費負担

ニュースリリース

平成２０年１０月１５日
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＜問い合わせ先＞
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東京都千代田区大手町１－９－３
TEL０３－３２７０－１４９２
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２　教育費の負担 　

（１）在学費用の負担　－世帯の年収に対する在学費用の割合は34％－

　分布をみると、「20％以上30％未満」が28.9％と最も多く、次いで「40％以上」が26.2％となっている。
○　年収階級別にみると、年収が高い世帯ほど、在学費用は多くなる傾向にある（図－８）。
○　世帯の年収に対する在学費用の割合をみると、年収が低い世帯ほど在学費用の負担は重くなる（図－８）。年収が「200万円以上400

万円未満」の世帯では、在学費用が世帯の年収の55.6％に達している。

図－７　世帯の年収に対する在学費用の割合 図－８　年収階級別にみた世帯の在学費用と世帯の年収に対する
　在学費用の割合

Ⅱ  調査結果（勤務者世帯）

注：小学校以上に在学中の子供全員にかかる在学費用の年収に対する割合である。 注：小学校以上に在学中の子供全員にかかる在学費用と、その年収に対する割合である。

○　世帯の年収に対する在学費用（小学校以上に在学中の子供全員にかかる費用の合計）の割合は、平均34.1％となっている（図－７）。
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４　教育費の捻出方法　－節約を主として教育費を捻出－

「子供（在学者本人）がアルバイトをしている」（42.1％）と続く（図－16）。

（46.0％）、の順となっている（図－17）。

図－16　教育費の捻出方法 図－17　節約している支出
（三つまでの複数回答） （三つまでの複数回答）

　

Ⅱ  調査結果（勤務者世帯）

注：図－16で「教育費以外の支出を削っている」と回答した世帯に対する設問である。

○　教育費の捻出方法については、「教育費以外の支出を削っている」が61.4％と最も多く、以下「奨学金を受けている」（49.3％）、

○　節約している支出としては、「旅行・レジャー費」が62.1％と最も多く、以下「食費（外食費を除く）」（48.8％）、「衣類の購入費」
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表２．３ 国立施設のフォーラム・研究集会等に参加した職員の有無

県 立
政 令 市 立

市 町 村 立 民 間 計

い る ８３ （５７．２） １４ （２１．９） ６ （１６．２） １０３ （４１．９）
い な い ６２ （４２．８） ５０ （７８．１） ３１ （８３．８） １４３ （５８．１）

計 １４５（１００．０） ６４（１００．０） ３７（１００．０） ２４６（１００．０）

［単位：施設 （ ）は構成比］

表２．４ 国立施設との連携・協力の状況（複数回答） ［Ｎ＝１５６、６６、４２、２６４］

県 立
政令市立

市町村立 民 間 計

１．共催の事業を行った １１ （７．１） １ （１．５） ― （―） １２ （４．５）
２．国立施設の職員が主催事業等の講師になった １１ （７．１） ２ （３．０） ― （―） １３ （４．９）
３．国立施設の委員会等の委員になった職員がいる １７（１０．９） １ （１．５） １ （２．４） １９ （７．２）
４．国立施設の職員が施設の委員会等の委員になった １ （０．６） ― （―） １ （２．４） ２ （０．８）
５．国立施設も参加する連絡協議会等に参加した ６６（４２．３） ２０（３０．３） ２ （４．８） ８８（３３．３）
６．その他 ９ （５．８） ３ （４．５） ２ （４．８） １４ （５．３）
無回答 ６９（４４．２） ４０（６０．６） ３８（９０．５）１４７（５５．７）

［単位：施設 （ ）は構成比］

表２．５．１ 主催事業での情報の活用の有無

県 立
政 令 市 立

市 町 村 立 民 間 計

あ る ８２ （６１．７） ２０ （３７．０） ６ （１７．１） １０８ （４８．６）
な い ５１ （３８．３） ３４ （６３．０） ２９ （８２．９） １１４ （５１．４）

計 １３３（１００．０） ５４（１００．０） ３５（１００．０） ２２２（１００．０）

［単位：施設 （ ）は構成比］

２．３ 国立施設のフォーラム・研究集会等に参加した職員の有無［Ｑ４］

平成１７年度以降に、国立施設が主催したフォーラムや研究集会等（２．２の指導者研修を除く）に参加

した職員の有無について見ると、県立・政令市立では５７．２％の施設で「いる」と回答しているのに対し、

市町村立、民間では、それぞれ２１．９％、１６．２％となっており、指導者研修と同様、県立・政令市立が市

町村立、民間を大きく上回っている。

２．４ 国立施設との連携・協力の状況［Ｑ５］

平成１７年度以降に、国立施設と行った連携・協力の状況について見ると、「国立施設も参加する連絡

協議会等に参加した」と回答した施設の割合は、全体の３３．３％を占めて最も高い割合となっている。そ

れ以外の項目では、県立・政令市立の割合が相対的に高くなっているものの、全体としてあまり活発な

連携・協力がなされていない状況がうかがえる。また、「国立施設も参加する連絡協議会等に参加した」

も含め、民間では全項目で目立った連携・協力は見られない。

２．５ 主催事業における国立施設が発信・提供した情報の活用

２．５．１ 主催事業での情報の活用の有無［Ｑ６―１］

平成１７年度以降に、国立施設が発信・提供した情報を主催事業で役立てたことがあるかについて見る

と、全体の約半数の施設が「ある」（４８．６％）と回答している。設置主体別に見ると、ここでも県立・

政令市立の割合（６１．７％）が高く、民間の割合（１７．１％）は低くなっている。

５４
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テキストボックス
※　調査対象
　○青少年教育施設（３６８施設）
　　・独立行政法人国立青少年教育振興機構の教育施設（２８施設）
　　・社団法人全国青少年教育施設協議会加盟施設（２４９施設）
　　・独立行政法人国立青少年教育振興機構ＨＰ「青少年活動場所ガイド」に
　　　登録されている民間施設（９１施設）
　○青少年教育関係団体（２６１団体）
　　・特定非営利活動法人自然体験活動推進協議会加盟団体（２２３団体）　
　　・社団法人中央青少年団体連絡協議会加盟団体（３８団体）
　



表２．５．２ 主催事業に役立てた情報の入手先（複数回答） ［Ｎ＝８２、２０、６、１０８］

選 択 項 目
県 立

政令市立
市町村立 民 間 計

１．企画事業や調査研究に関する報告書 ６０（７３．２） １１（５５．０） １（１６．７） ７２（６６．７）

２．「１」以外の所報や定期刊行物等 １４（１７．１） ５（２５．０） ２（３３．３） ２１（１９．４）

３．直接の問い合わせ ８ （９．８） ２（１０．０） ― （―） １０ （９．３）

４．国立施設主催の指導者研修への参加 ３８（４６．３） ４（２０．０） １（１６．７） ４３（３９．８）

５．国立施設主催のフォーラムや研究集会への参加 ２９（３５．４） １ （５．０） １（１６．７） ３１（２８．７）

６．各種フォーラムや研修会等での事例発表 ９（１１．０） ４（２０．０） ２（３３．３） １５（１３．９）

７．国立施設の職員の来訪 ５ （６．１） １ （５．０） ２（３３．３） ８ （７．４）

８．国立施設への訪問 １１（１３．４） １ （５．０） ― （―） １２（１１．１）

９．国立施設のwebページ １６（１９．５） ４（２０．０） ― （―） ２０（１８．５）

１０．その他 ― （―） ― （―） １（１６．７） １ （０．９）

無回答 ― （―） １ （５．０） １（１６．７） ２ （１．９）

［単位：施設 （ ）は構成比］

２．５．２ 主催事業に役立てた情報の入手先［Ｑ６―２］

国立施設が発信・提供した情報を主催事業で役立てたことが「ある」と回答した施設を対象に、役立

てた情報の入手先を見ると、全体では「企画事業や調査研究に関する報告書」が７割弱で最も割合が高

く、次いで「国立施設主催の指導者研修への参加」（３９．８％）、「国立施設主催のフォーラムや研修集会

への参加」（２８．７％）等の割合が高くなっている。

５５
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表２．５．３ 主催事業に役立てた内容（複数回答） ［Ｎ＝８２、２０、６、１０８］

選 択 項 目
県 立

政令市立
市町村立 民 間 計

１．事業のテーマの設定について ２１（２５．６） １ （５．０） ２（３３．３） ２４（２２．２）

２．プログラムの組み立てについて ５８（７０．７） １４（７０．０） ― （―） ７２（６６．７）

３．プログラムの指導法について ５０（６１．０） １４（７０．０） １（１６．７） ６５（６０．２）

４．外部の指導者・講師の選定について ８ （９．８） ― （―） １（１６．７） ９ （８．３）

５．広報の方法・内容について ９（１１．０） ― （―） １（１６．７） １０ （９．３）

６．事業に関わる事務的な作業について ３ （３．７） ― （―） ― （―） ３ （２．８）

７．安全管理について １７（２０．７） ４（２０．０） ― （―） ２１（１９．４）

８．他の機関・団体との連携・協力について ５ （６．１） ― （―） ４（６６．７） ９ （８．３）

９．事業成果の評価について １４（１７．１） ３（１５．０） ― （―） １７（１５．７）

１０．事業成果の外部への発信について ４ （４．９） ― （―） ― （―） ４ （３．７）

１１．その他 ３ （３．７） ２（１０．０） ２（３３．３） ７ （６．５）

無回答 ― （―） １ （５．０） ― （―） １ （０．９）

［単位：施設 （ ）は構成比］

２．５．３ 主催事業に役立てた内容［Ｑ６―３］

国立施設が発信・提供した情報を主催事業の中で役立てたことが「ある」と回答した施設を対象に、

役立てた内容を見ると、全体では、「プログラムの組み立てについて」が７割弱と最も割合が高く、次

いで「プログラムの指導法について」（６０．２％）、「事業のテーマの設定について」（２２．２％）等が高くなっ

ている。

設置主体別に見ると、市町村立での「事業のテーマの設定について」の割合の低さ（５．０％）や、民

間での「他の機関・団体との連携・協力について」の割合の高さ（６６．７％）等が目立つが、全体的に県

立・政令市立と市町村立では類似した傾向となっている。

５６
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表２．５．４ 主催事業に役立てた事業テーマ（複数回答） ［Ｎ＝８２、２０、６、１０８］

県 立

政令市立
市町村立 民 間 計

１．自然体験活動に関する事業（日帰り～３泊４日） ６７（８１．７） １９（９５．０） ４（６６．７） ９０（８３．３）

２．自然体験活動に関する事業（４泊５日以上） １２（１４．６） ２（１０．０） ― （―） １４（１３．０）

３．勤労観・職業観の育成に関する事業 ― （―） ― （―） １（１６．７） １ （０．９）

４．青少年のリーダーシップ向上に関する事業 ７ （８．５） ― （―） ２（３３．３） ９ （８．３）

５．環境教育に関する事業 １３（１５．９） ３（１５．０） ２（３３．３） １８（１６．７）

６．ボランティアの養成・資質向上に関する事業 ２４（２９．３） ３（１５．０） ― （―） ２７（２５．０）

７．国際交流・国際理解に関する事業 １ （１．２） ― （―） ― （―） １ （０．９）

８．異年齢交流（世代間交流を含む）に関する事業 ６ （７．３） ― （―） ― （―） ６ （５．６）

９．ノーマライゼーションの理解・普及に関する事業 １ （１．２） ― （―） ― （―） １ （０．９）

１０．歴史や芸術等の文化的な事業 ２ （２．４） ― （―） １（１６．７） ３ （２．８）

１１．科学教育に関する事業 ３ （３．７） ― （―） ― （―） ３ （２．８）

１２．食育に関する事業 ５ （６．１） １ （５．０） ― （―） ６ （５．６）

１３．メディアリテラシーを育成する事業 ― （―） ― （―） ― （―） ― （―）

１４．家庭教育の支援に関する事業 ３ （３．７） ― （―） １（１６．７） ４ （３．７）

１５．通学合宿に関する事業 ３ （３．７） ― （―） ― （―） ３ （２．８）

１６．地域のスポーツ団体の支援を目的にした事業（ス

ポーツ大会等）

１ （１．２） １ （５．０） ― （―） ２ （１．９）

１７．施設開放（フェスティバル等）に関する事業 １１（１３．４） ３（１５．０） ― （―） １４（１３．０）

１８．学校週５日制への対応を意図した事業 ８ （９．８） １ （５．０） ― （―） ９ （８．３）

１９．障害のある青少年（LD・ADHDを含む）の支援

を目的とした事業

７ （８．５） １ （５．０） １（１６．７） ９ （８．３）

２０．不登校・ひきこもりの青少年の支援を目的とした

事業

１２（１４．６） ２（１０．０） ２（３３．３） １６（１４．８）

２１．ニート・フリーターの支援を目的とした事業 ２ （２．４） ― （―） １（１６．７） ３ （２．８）

２２．青少年教育施設・団体等の指導者を対象とした研

修事業

１９（２３．２） ４（２０．０） １（１６．７） ２４（２２．２）

２３．学校教員を対象とした研修事業 ７ （８．５） ３（１５．０） ― （―） １０ （９．３）

２４．その他 ３ （３．７） １ （５．０） １（１６．７） ５ （４．６）

無回答 １ （１．２） ― （―） ― （―） １ （０．９）

［単位：施設 （ ）は構成比］

２．５．４ 主催事業に役立てた事業テーマ［Ｑ６―４］

国立施設が発信・提供した情報を主催事業の中で役立てたことが「ある」と回答した施設を対象に、

役立てた事業のテーマを見ると、全体では、「自然体験活動に関する事業（日帰り～３泊４日）」が８割

強と最も割合が高く、次いで「ボランティアの養成・資質向上に関する事業」（２５．０％）、「青少年教育

施設・団体等の指導者を対象とした研修事業」（２２．２％）等の割合が高くなっている。

５７
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表１．９．９ 主催事業で課題となっていること（複数回答）

［Ｎ＝２８、１５７、６０、３３、２７８］

国 立
県 立

政令市立
市町村立 民 間 計

１．参加者を増やすこと １９（６７．９） ９３（５９．２） ３５（５８．３） ２３（６９．７） １７０（６１．２）

２．事業数を増やすこと ２ （７．１） ６ （３．８） ３ （５．０） ４（１２．１） １５ （５．４）

３．事業費の不足 １７（６０．７） ６９（４３．９） １７（２８．３） １３（３９．４） １１６（４１．７）

４．人手不足 ８（２８．６） ４２（２６．８） ２３（３８．３） １６（４８．５） ８９（３２．０）

５．プログラムの内容の充実 ２０（７１．４） ９４（５９．９） ４２（７０．０） １４（４２．４） １７０（６１．２）

６．プログラムの指導技術の向上 １６（５７．１） ５４（３４．４） １５（２５．０） ９（２７．３） ９４（３３．８）

７．外部講師の選定 ８（２８．６） ３３（２１．０） ９（１５．０） ７（２１．１） ５７（２０．５）

８．広報の内容・方法の充実 ２０（７１．４） ９５（６０．５） ２５（４１．７） １８（５４．５） １５８（５６．８）

９．事業成果の評価 １６（５７．１） ４２（２６．８） １４（２３．３） ４（１２．１） ７６（２７．３）

１０．他の機関・団体との連携・協力 １２（４２．９） ５４（３４．４） １３（２１．７） １１（３３．３） ９０（３２．４）

１１．事業成果の外部への発信 ２０（７１．４） ２８（１７．８） ８（１３．３） １２（３６．４） ６８（２４．５）

１２．特にない ― （―） １ （０．６） ― （―） １ （３．０） ２ （０．７）

１３．その他 ４（１４．３） ２ （１．３） ２ （３．３） １ （３．０） ９ （３．２）

無回答 ― （―） １ （０．６） ― （―） ２ （６．１） ３ （１．１）

※平成１９年度に主催事業を行った施設のみを集計 ［単位：施設 （ ）は構成比］

１．９．９ 主催事業で課題となっていること［Ｑ１０―８］

主催事業で課題となっていることについて見ると、全体では「参加者を増やすこと」と「プログラム

の内容の充実」の割合が最も高く（６１．２％）、次いで「広報の内容・方法の充実」となっている（５６．８％）。

設置主体別に見ると、国立では�「プログラムの内容の充実」�「広報の内容・方法の充実」�「事

業成果の外部への発信」（それぞれ７１．４％）、県立・政令市立、では�「広報の内容・方法の充実」�「プ

ログラムの内容の充実」�「参加者を増やすこと」（それぞれ６０．５％、５９．９％、５９．２％）、市町村立では

�「プログラムの内容の充実」�「参加者を増やすこと」�「広報の内容・方法の充実」（それぞれ７０．０％、

５８．３％、４１．７％）、民間では�「参加者を増やすこと」�「広報の内容・方法の充実」�「人手不足」（そ

れぞれ６９．７％、５４．５％、４８．５％）等の割合が高くなっている。

各項目の割合を設置主体間で比較すると、国立は、「事業成果の外部への発信」「事業成果の評価」等

の割合の高さが目立つことから、単に事業を実施するだけではなく、その成果を評価し、発信すること

を意識していることがうかがえる。
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表１．７．１．ｆ 非常勤指導系職員数

国 立
県 立

政 令 市 立
市 町 村 立 民 間 計

０ 人 ２ （７．１） ３９ （３９．４） ９ （２７．３） ６ （４２．９） ５６ （３２．２）

１ ～ ５ 人 ２３ （８２．１） ５６ （５６．６） ２０ （６０．６） ６ （４２．９） １０５ （６０．３）

６ ～１０人 ３ （１０．７） ３ （３．０） ４ （１２．１） １ （７．１） １１ （６．３）

１１～１５人 ― （―） ― （―） ― （―） ― （―） ― （―）

１６～２０人 ― （―） ― （―） ― （―） ― （―） ― （―）

２１人 以 上 ― （―） １ （１．０） ― （―） １ （７．１） ２ （１．１）

計 ２８（１００．０） ９９（１００．０） ３３（１００．０） １４（１００．０） １７４（１００．０）

※非常勤職員が１人以上いると回答した施設のみを集計 ［単位：施設 （ ）は構成比］

表１．７．２ ３年前と比べた職員体制の変化（複数回答）

［Ｎ＝２８、１５８、６６、４４、２９６］

選 択 項 目 国 立
県 立

政令市立
市町村立 民 間 計

１．指導系職員の数が増えている ― （―）１９（１２．０） ４ （６．１） ６（１３．６） ２９ （９．８）

２．指導系職員の数が減っている ２８（１００．０）２２（１３．９）１２（１８．２） ６（１３．６） ６８（２３．０）

３．指導系以外の職員の数が増えている ― （―） ６ （３．８） ２ （３．０） １ （２．３） ９ （３．０）

４．指導系以外の職員の数が減っている ２８（１００．０）１９（１２．０） ９（１３．６） ４ （９．１） ６０（２０．３）

５．指導系職員が若年化している ３ （１０．７）２１（１３．３） ５ （７．６） ６（１３．６） ３５（１１．８）

６．指導系以外の職員が若年化している ４ （１４．３） ６ （３．８） ２ （３．０）― （―） １２ （４．１）

７．常勤職員の数が増えている ― （―）１２ （７．６） ４ （６．１） ５（１１．４） ２１ （７．１）

８．常勤職員の数が減っている ２８（１００．０）３６（２２．８）１６（２４．２） ８（１８．２） ８８（２９．７）

９．「１」～「８」のような変化は見られない ― （―）６７（４２．４）２９（４３．９）２１（４７．７）１１７（３９．５）

１０．その他 ３ （１０．７） ６ （３．８） ７（１０．６） １ （２．３） １７ （５．７）

無回答 ― （―） ４ （２．５） ２ （３．０）― （―） ６ （２．０）

［単位：施設 （ ）は構成比］

ｆ．非常勤指導系職員数

非常勤職員が１人以上いると回答した施設を対象に非常勤の指導系職員数について見ると、設置主体

を問わず、「１～５人」が最も多くなっており、（それぞれ８２．１％、５６．６％、６０．６％、４２．９％。民間では

「０人」と同数）、常勤の指導系職員数と比べると、設置主体ごとのばらつきは小さくなっている。

１．７．２ ３年前と比べた職員体制の変化［Ｑ６―２］

平成１６年度と比べた職員体制の変化について見ると、国立では、全ての施設が指導系職員数、指導系

以外の職員数、常勤職員数が「減っている」と回答しており、他の施設の割合を大きく上回っている。

また、設置主体ごとに「増えている」と回答した施設の割合と「減っている」と回答した施設の割合

を比べると、各項目とも概ね「減っている」と回答した割合が「増えている」と回答した割合を上回っ

ている（民間の指導系職員数のみ「増えている」と「減っている」が同数）。国立以外の施設では、「変

化が見られない」と回答している割合も高いが、全体として、国公立施設の職員数が、減少傾向にある

ことがうかがえる。
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表１．７．３ 指導系職員の属性（複数回答） ［Ｎ＝２８、１５８、６６、４４、２９６］

選 択 項 目 国 立
県 立
政令市立

市町村立 民 間 計

１．学校教員（人事交流・出向等） ２７（９６．４）１２０（７５．９） ２９（４３．９） ２ （４．５）１７８（６０．１）
２．元学校教員（定年退職者等） ― （―） ３４（２１．５） ８（１２．１） ５（１１．４） ４７（１５．９）
３．社会教育主事（として発令されてい

る人）
― （―） ６７（４２．４） ８（１２．１） ― （―） ７５（２５．３）

４．（発令されていない）社会教育主事の
有資格者

１８（６４．３） ３０（１９．０） １０（１５．２） ３ （６．８） ６１（２０．６）

５．施設ボランティアのOB・OG ３（１０．７） ５ （３．２） ３ （４．５） ４ （９．１） １５ （５．１）
６．他の青少年教育施設での勤務経験の

ある人
１７（６０．７） ２９（１８．４） ８（１２．１） ４ （９．１） ５８（１９．６）

７．「１」～「６」のような人はいない ― （―） ５ （３．２） １４（２１．２） ２２（５０．０） ４１（１３．９）
８．その他 ２ （７．１） １２ （７．６） ８（１２．１） １ （２．３） ２３ （７．８）
無回答 ― （―） １ （０．６） ５ （７．６） ７（１５．９） １３ （４．４）

［単位：施設 （ ）は構成比］

表１．７．４ ３年前と比べた業務委託の変化

国 立
県 立
政令市立

市町村立 民 間 計

業務委託が増えている １１ （３９．３） １０ （６．６） ７ （１０．９） ６ （１４．３） ３４ （１１．９）
業務委託が減っている ６ （２１．４） １７ （１１．２） ７ （１０．９） １ （２．４） ３１ （１０．８）
特に変化は見られない ９ （３２．１）１１２ （７３．７） ４４ （６８．８） １３ （３１．０）１７８ （６２．２）
以前から業務委託は行っていない ― （―） １１ （７．２） ５ （７．８） ２１ （５０．０） ３７ （１２．９）
その他 ２ （７．１） ２ （１．３） １ （１．６） １ （２．４） ６ （２．１）

計 ２８（１００．０）１５２（１００．０） ６４（１００．０） ４２（１００．０）２８６（１００．０）

［単位：施設 （ ）は構成比］

１．７．３ 指導系職員の属性［Ｑ７］

指導系職員の属性について見ると、「学校教員」が人事交流等で指導系職員となっている施設の割合

は国立が９６．４％で最も高く、次いで県立・政令市立が７５．９％、市町村立の４３．９％となっている。一方、

「元学校教員（定年退職者等）」が指導系職員となっている施設は国立にはなく、県立・政令市立の

２１．５％、市町村立の１２．１％、民間の１１．４％となっている。

社会教育主事として発令されている指導系職員がいる施設の割合は、県立・政令市立が４２．４％で他の

施設を大きく上回っている。他の青少年教育施設での勤務経験のある指導系職員がいる割合は、国立が

６０．７％、県立・政令市立が１８．４％、市町村立が１２．１％、民間が９．１％となっている。公立および民間の施設

では、指導系職員に他の青少年教育施設での勤務経験のある人が少ない状況にある。

１．７．４ ３年前と比べた業務委託の変化［Ｑ８］

平成１６年度と比べた業務委託の変化について見ると、業務委託が「増えている」と回答した施設の割

合と「減っている」と回答した施設の割合の双方で、国立が最も高くなっている。設置主体ごとに「増

えている」と回答した割合と「減っている」と回答した割合を比べると、国立と民間では「増えている」

と回答した割合が「減っている」施設の割合を上回っており、市立では「増えている」と回答した割合

と「減っている」と回答した割合が等しく、県立・政令市立では「減っている」と回答した割合が「増

えている」と回答した割合を上回っている。

また、「以前から業務委託は行っていない」施設が民間では半数となっているが（５０．０％）、国立には

１施設もなく、県立・政令市立、市町村立ではどちらも１割を下回っており（県立・政令市立７．２％、

市町村立７．８％）、国公立ではほとんどの施設で業務委託が行われていたと言える。

２８
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